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我が国では、昭和８年、経済恐慌や凶作の中、児童が家計を助けるための道具とし

て扱われたことなどを背景として旧児童虐待防止法が制定されていたが、同法は昭和

22年に制定された児童福祉法(昭和22年法律第164号)に内容が引き継がれ廃止された。

その後、児童相談所における児童虐待相談の対応件数（以下「虐待対応件数」という。）

が増加し、児童虐待による死亡事例も後を絶たず、児童虐待がますます社会問題化し

ていたことを背景に、平成 12 年に、何人も児童を虐待してはならないこと、国及び

地方公共団体の責務、虐待を受けた児童の保護のための措置等を定めた、児童虐待の

防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号。以下「児童虐待防止法」という。）が

超党派の議員立法により制定・施行された。 

しかし、その後も深刻な児童虐待事例が頻発している状況を踏まえ、平成16年に児

童虐待防止法及び児童福祉法が改正され、児童虐待の定義の明確化、国及び地方公共

団体の責務等の強化が図られた。さらに、平成19年にも児童虐待防止法及び児童福祉

法が改正され、児童の安全確認等のための立入調査等の強化等が図られた。 

このように、児童虐待の防止等に関する政策については、児童虐待防止法等に各種

規定は定められているものの、政府全体としての閣議決定等による基本方針・基本計

画等児童虐待の防止等に特化した明確な政策体系はない状況にある。こうした中で、

国及び地方公共団体においては、児童虐待防止法等に基づき発生予防、早期発見、早

期対応から保護・支援の各段階において、それぞれ児童虐待の防止等に関する事務・

事業を実施するとともに、関係機関等により構成される要保護児童対策地域協議会を

通じて関係機関の連携に努めている。 

それにもかかわらず、平成 20 年度における児童相談所（４月１日現在 197 か所）

の虐待対応件数は４万 2,664 件（注）であり、児童虐待防止法施行前の平成 11 年度１

万 1,631 件の約 3.7 倍に増加するとともに、児童虐待による死亡事例も依然として後

を絶たない状況もみられた。 

この政策評価は、児童虐待の防止等に関する政策について、関係行政機関の各種施

策が総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全体として評

価を行い、関係行政の今後の在り方の検討に資するために実施したものである。 

 

（注）本政策評価に着手した平成 21 年 12 月現在での数値であり、23 年７月１日現在の児童相談

所数は 206 か所、平成 22 年度の虐待対応件数は５万 5,154 件（宮城県、福島県及び仙台市

は、東日本大震災の影響で集計ができなかったため、これらの件数を除いたもの）である。 
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